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「戦争する国家」への大転換 

改憲への道を大きく開く「安保 3文書」 

 

自治労連憲法闘争本部事務局 

  

2022 年 12 月 16 日、岸田内閣は、「国家安

全保障戦略」、「国家防衛戦略」、「防衛力整備

計画」の「安全保障３文書（以下、安保３文

書）」を閣議決定しました。閣議決定された「安

保３文書」は、「戦後の我が国の安全保障政策

を実践面から大きく転換するものである」と

述べ、敵基地攻撃能力（反撃能力）を保有す

ることを明確にする「戦争する国家」への大

転換です。戦後、日本の出発点である平和主

義を投げ捨て、改憲への道を開く極めて重大

な方針転換であり、絶対に許されません。 

 

１．憲法と立憲主義、民主主義の破壊 

歴代政権は、敵基地攻撃（反撃能力）につ

いて、「平生から他国を攻撃するような、攻撃

的な脅威を与えるような兵器を持っていると

いうことは、憲法の趣旨とするところではな

い」（1959年３月 19日、政府答弁：衆院内閣

委員会、伊能繁次郎防衛庁長官）との立場を

一貫してとってきました。 

しかし、岸田政権は、国会審議もせず、敵

基地攻撃能力を明記した「安保 3文書」を閣

議決定し、歴代政権の憲法解釈を覆しました。

これは憲法と立憲主義、民主主義を破壊する

暴挙です。 

 

２．「戦争する国家」への大転換 

（１）「専守防衛」の放棄、「軍事対軍事」の

悪循環 

「国家安全保障戦略」では、中国を「深刻

な懸念」、北朝鮮を「差し迫った脅威」、ロシ

アを「安全保障上の強い懸念」と名指し、そ

の脅威に対して敵基地攻撃能力（反撃能力）

を持つことで、「抑止力」を高めるとのべてい

ます。しかし、「抑止力」とは、他国に脅威を

認識させることによってはじめて成り立つも

のです。「専守防衛に徹し、他国に脅威を与え

るような軍事大国にならない」と言いながら、

脅威を与える大軍拡を進めることは、相手国

の軍事的対応を加速させることになります。

その結果、日本を危険にさらす「軍事対軍事」

の悪循環に陥ることになります。 

（２）「安保法制」・集団的自衛権を発動する

もとでの敵基地攻撃 

2015年 9月、多くの国民の反対の声を無視

して強行された「安保法制」（「平和安全法制」）

では、日本が武力攻撃を受けていなくても、

「我が国と密接な関係にある他国に対する武

力攻撃が発生し、これにより我が国の存立が

脅かされ、国民の生命、自由および幸福追求

の権利が根底から覆される明白な危険」（「存

立危機事態」）の際に、武力行使ができる集団

的自衛権を認めています。 

「国家安全保障戦略」では、敵基地攻撃（反

撃能力）は「安保法制」（「平和安全法制」）の

「武力の行使の３要件の下で行われる自衛の
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措置にもそのまま当てはまる」として、「今般

保有することとする能力は、この考え方の下

で上記３要件を満たす場合に行使し得るもの

である」と明記しています。つまり、日本が

武力攻撃を受けていなくても、米軍と他国と

の戦争で日本の「存立危機事態」と認定すれ

ば、相手国領域に対してトマホークなど長距

離ミサイルを撃ち込むということになります。 

岸田政権は、敵基地攻撃能力（反撃能力）

の保有について「自分の国は自分で守る」た

めのものと言っています。しかし、実際には、

アメリカとの「安全保障協力の深化」の名の

もと、アメリカが地球的規模で行う戦争に、

日本の自衛隊が一緒になってたたかうことに

なるのです。 

（３）世界第３位の軍事大国へ 

第２次安倍政権発足以降、軍事費は 10年連

続で前年度比を上回り、８年連続で過去最大

を更新しています。その結果、日本はすでに

世界でも有数の軍事力を有する国となってい

ます。 

「防衛力整備計画」では、2023 年度から

2027 年度までの５年間における防衛力整備

の水準を、2019 年の「中期防衛力整備計画」

において定められた軍事費の約 1.6倍にも上

る 43 兆円としました。そのために、2027 年

度時点での予算水準が GDP比２％に達するよ

う所要の措置を講ずるとしています。軍事費

がＧＤＰ比２％以上となれば、日本は、米国、

中国に次ぐ世界第３位の軍事大国になります。 

 

３．軍事国家化による国民生活の破壊 

「防衛力整備計画」で定められた軍事費 43

兆円に加え、今後 5年間の計画期間中に新規

契約する装備品購入費で 28 年度以降にロー

ンで支払う額 16兆 5000億円を含めると、60

兆円にも膨れ上がります。 

政府・自民党による大軍拡の財源論は、「復

興特別所得税の半分を軍事費に回す」、「医療

関係の積立金やコロナ対策費の『未使用分』

を流用する」など、コロナ危機で苦しむ国民

生活がさらに圧迫されることが大いに危惧さ

れます。また、財源に国債を充てることも検

討されていますが、すでに日本は国債発行残

高が 1000兆円を超える超赤字国家であり、さ

らなる負債を将来の世代に押し付けるものに

ほかなりません。 

かつての日本は戦時国債を発行して軍事費

に充て、悲惨な戦禍を招いたため、戦後は国

債を防衛費に充てることは控えてきた歴史的

教訓があります。歴代内閣が国債を防衛費に

充ててこなかった意味においても重大な方針

転換であり、大増税とくらしの予算削減を国

民に押し付け、暮らしと経済を破壊するもの

です。加えて、「安保３文書」は、「10年後ま

でに、より早期かつ遠方で我が国への侵攻を

阻止・排除できるように防衛力を強化する」

と、さらなる軍拡を進めることを明言してお

り、2027年で大軍拡が終わりではないことも

示しています。 

 

４．地方自治を侵害、再び「戦争する国

家」づくりに協力させられる自治体労

働者 

今回の「安保３文書」は、財政、予算のみ

ならず、日本の技術、情報、公共インフラ整

備などを含め、憲法が保障する国民の権利や

生活に重大な影響を及ぼすものです。 

「安保３文書」は、国民、地方公共団体、

企業などへ協力を求め、既存の空港や港湾を

使用するための措置を講ずることなど、「団体

自治」「地方自治」を侵害する内容まで盛り込
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まれています。自治体職員は、すでに「国民

保護法」や「土地利用規制法」などで住民監

視の役割を担わされています。各地の空港や

港湾などの軍事利用が可能となれば、管理す

る自治体と働く自治体職員は「戦争する国家

づくり」の一翼を担うこととなります。 

かつて、自治体労働者は、多くの住民、多

くの労働者を戦争に駆り出す仕事をさせられ

た痛苦の経験があります。「安保３文書」のも

と再び自治体労働者が「戦争する国家」づく

りに協力させられることになります。 

 

５．「“新しい戦前”にさせないために」

と共感の声広がる 

「国家安全保障戦略」には、「我が国と郷土

を愛する心を誓う」と内心を侵害し、戦前の

国民総動員体制を復活させようとしています。

こうしたなか、昨年末、タレントのタモリさ

んが「来年は新しい戦前になるんじゃないで

しょうか」と発言したことが話題になってい

ます。また、俳優の吉永小百合さんは、東京

新聞（1月１日付）のインタビューで、「怖い

のは、昨年末、サッカーのＷ杯で日本中が沸

き返っていた時期に、敵基地攻撃能力や防衛

費増額という大変な問題を、みんなで考える

んじゃなく、どんどん決めていこうとした動

きです」と述べています。「戦争する国家」へ

暴走する岸田内閣に対して、強い懸念や異議

ありの声が高まり、「“新しい戦前”にさせな

いために」と共感の声が広がっています。 

 

６．「安保３文書」改定の先にある明文

改憲 

現時点での「安保 3文書」のもとでの集団

的自衛権は、自国と密接な関係にある外国に

対する武力行使があっても、「これにより我が

国の存立が脅かされ、国民の生命、自由及び

幸福追求の権利が根底から覆される明白な危

険がある場合」に限られている「フルスペッ

クでない」限定的なものです。 

しかし、今後、「安保 3文書」に基づき、自

衛隊が米中の軍事衝突に参入し、「より攻撃的

な軍隊」へと変貌するなかで、制限のない「フ

ルスペックの」集団的自衛権の行使の必要度

が高まっていくことが危惧されます。そうな

れば、9 条の明文改憲への道を大きく開いて

いくことになります。 

 

７．「戦争する国家づくり」、改憲ではな

く、憲法 9条を生かした平和外交を 

すでに 2012 年頃から、日米間では台湾有

事を想定した日米共同の軍事行動をとるため

に、平時から南西諸島へ陸自のミサイル部隊

を配備と、自衛隊の部隊を機動展開する計画

を進めています。現時点で、奄美大島、宮古

島へ陸上自衛隊の対艦・対空ミサイル部隊・

警備部隊が配備され、2023 年 3 月までに石

垣島へ同じ部隊が配備され、沖縄本島勝連分

屯地へ対艦ミサイル部隊が配備されます。 

自民党の有力政治家などは、「台湾有事は日

本有事だ」と述べています。しかし、台湾有

事が日本有事となるのは、米国が台湾を軍事

支援して中国との戦争になる時です。国民に

対して危機感をあおり、日本が米国と共同し

て中国と戦う防衛政策を持つことそのものが、

「台湾有事、即日本有事」の事態を作り出す

のです。 

今、日本がとりくむべきは、大軍拡と戦争

の準備、改憲などではなく、憲法９条を生か

した平和外交です。ASEAN の国々と手を携え

て、東アジアを戦争の心配のない地域にする

ための外交戦略を進めることです。 
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